
 

2024 年 2 月 14 日 

各 位 

会 社 名 株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ 

代表者名 代表取締役社長 北山 忠雄 

（コード番号：7362 東証グロース） 

問合せ先 取締役管理部長 三宅 裕介 

（TEL．075-393-7177） 

 

（訂正）「通期連結業績予想値と実績値との差異に関するお知らせ」の一部訂正について 

 

本日公表しました、「通期連結業績予想値と実績値との差異に関するお知らせ」の記載内容について、単位

の記載誤りがあり、訂正すべき事項がございましたので、訂正を反映した開示資料を添付のうえ、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

 

（訂正前） 

 連 結 売 上 高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に

帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 
千円 

4,392 

千円 

166 

千円 

202 

千円 

126 

円 銭 

82.65 

今 回実 績 額 （Ｂ ） 4,253 110 192 126 82.87 

増  減  額（Ｂ－Ａ） △139 △55 △10 0  

増  減  率（  ％  ） △3.2 △33.4 △5.1 0.1  

（参考）前期連結実績 

（2022 年 12 月期） 
4,101 193 246 157 103.10 

 

  



（訂正後） 

１．2023 年 12 月期通期連結業績予想値と実績値との差異（2023 年 1 月 1 日～2023 年 12 月 31 日） 

 連 結 売 上 高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に

帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

4,392 

百万円 

166 

百万円 

202 

百万円 

126 

円 銭 

82.65 

今 回実 績 額 （Ｂ ） 4,253 110 192 126 82.87 

増  減  額（Ｂ－Ａ） △139 △55 △10 0  

増  減  率（  ％  ） △3.2 △33.4 △5.1 0.1  

（参考）前期連結実績 

（2022 年 12 月期） 
4,101 193 246 157 103.10 

 

以上 

 

  



 

2024 年 2 月 14 日 

各 位 

会 社 名 株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ 

代表者名 代表取締役社長 北山 忠雄 

（コード番号：7362 東証グロース） 

問合せ先 取締役管理部長 三宅 裕介 

（TEL．075-393-7177） 

 

通期連結業績予想値と実績値との差異に関するお知らせ 

 

2023 年２年 13 日に公表した 2023 年 12 月期（2023 年 1 月 1 日～2023 年 12 月 31 日）の通期連結業績予

想値と、本日公表の決算短信における実績値との間に差異が生じましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．2023 年 12 月期通期連結業績予想値と実績値との差異（2023 年 1 月 1 日～2023 年 12 月 31 日） 

 連 結 売 上 高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に

帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

4,392 

百万円 

166 

百万円 

202 

百万円 

126 

円 銭 

82.65 

今 回実 績 額 （Ｂ ） 4,253 110 192 126 82.87 

増  減  額（Ｂ－Ａ） △139 △55 △10 0  

増  減  率（  ％  ） △3.2 △33.4 △5.1 0.1  

（参考）前期連結実績 

（2022 年 12 月期） 
4,101 193 246 157 103.10 

 

２．連結業績予想値と実績値との差異の理由 

2023 年 12 月期通期業績におきまして、連結売上高、連結経常利益は概ね予想通りに、親会社株主に帰属

する当期純利益は予算を上回る着地となりましたが、連結営業利益については、業績予想を 30％以上下回る

こととなりました。 

これは、当社の不動産事業において、大型の建築請負案件が 2024 年 12 月期に期ずれとなったこと、ま

た、介護事業において、コロナ関連の通常以上の追加費用の発生や、物価高騰関連の費用が発生したこと



で、連結営業利益を押し下げる結果となりました。 

一方で、介護事業の追加的費用に対しては補助金・助成金を計上した結果、連結経常利益は予算差異を縮

めることとなり、繰延税金資産の計上により親会社株主に帰属する当期純利益は予算を超えて着地しており

ます。 

以 上 


